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2007年 5月 14日～18日に第 7回Advanced Automotive 

Battery & Ultracapacitor Conference (AABC) が
California州 Long Beach Hyattホテルにて開催された。併
設会議として第 3 回 Large Lithium Ion Battery 
Technology and Application と Large Ultracapacitor 
Technology and Applicationも同時開催された。AABCは
米国 Advanced Automotive Batteries 社  社長である
Menahem Anderman 博士が主催者となり自動車企業が中
心となって 2001年に第 1回が開催され，今年で第 7回目を
迎える。 

 

今回の会議には，併設会議を合わせて 100 件の発表があ
り，展示出展企業も 28社を数えた。年々参加者が増加して
おり，今回は 23 カ国から 720 名が参加した（前回は 560
名）。第 1回が自動車メーカ中心で開催されたのに対し，電
池メーカはもちろんのことセパレータ，カーボンなどの素

材メーカの参加が著しく増え，これら参加者が約半数を占

めた。 
昨今の燃料価格高騰や各地で頻発している温暖化が原因

とみられる異常気象等の背景から，新しい蓄電装置技術へ

の期待が一層高まった。一部投資家からはプラグインハイ

ブリッド（PHEV：家庭で充電もでき電気自動車としての走
行も可能なハイブリッド車）が今後いつ市場投入されるか

という質問があり，次世代自動車への広い分野からの期待

が伺えた。 
米国，カナダでは数年前より Liイオン電池を HEVに載

せて PHEV 化するサービスを始めている（Hymotion が
A123Systemsの電池を利用して事業を展開）。3大メーカの
PHEVへの期待は非常に大きく，California州 ZEV規制で
PHEV がどの程度のクレジットを得られるかによって市場
投入がさらに促進される可能性がある。 
日本勢もトヨタ自動車や今回発表のなかったホンダも早

期 PHEV化を目指していると見られ，日産自動車，三菱自
動車もそれぞれ NECトーキン，ジーエス・ユアサと合弁会
社を設立し Liイオン電池開発，量産への体勢をととのえつ
つある。 
これに対し欧州主要自動車メーカからは鉛蓄電池による

フリート走行などの試験運用やアイドリングストップ技術

報告に留まっていたものの，ディーゼル技術革新も含め着

実に環境対応を行っていると言えよう。 
Anderman博士は現状を冷静に捉えており，PHEV用 Li

イオン電池市場本格化は 2015年以降になるとしていた。 
この他，正極活物質として LiFePO4系の発表が目立った。
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写真右上：プリウスに搭載された Liイオン電池（米 Nilar
社製展示），左：Anderman 博士（中），寺谷氏（右）と
の記念撮影，右下：会場の Hyattホテル前で最先端蓄電

装置技術者の皆様と共に。 

 
あるものの安全性の高さとコストの低さからこれまで

oMnNi系技術に迫る可能性がある。熱暴走過程におい
発火の主要因となる正極における酸素の発生が少ない

比較的安全性が高いとされている。この技術を採用し

ンチャー企業 A123Systemsなどの発表，展示が注目を
た。 
回の AABCは 2008年 5月 12日～16日に Florida州
paで開催される予定であり，また同じく電気自動車の
会議/展示会として EVS23が 2007年 12月 2日～5日
alifornia州Anaheimで開催されるのでこちらもご覧頂
い。 
 辞 
回，電気学会自動車技術委員会より学会参加費の補助

いたことをここに記し，感謝申し上げます。 
米中にも自動車技術委員会委員長の寺谷様をはじめと

トヨタ自動車関係者様，ジーエス・ユアサ北村様には

お世話になりました。日立ビークルエナジー堀場様，

電機米津様には若輩者の質問にも丁寧にお答え頂き，

お世話になりました。この場を借りて関係者の皆様に

り御礼申し上げます。 
この記事の詳細版をD部門広報記事HPに記載していま
http://www2.iee.or.jp/~ias/kiji2007.htm

河島 清貴（東京大学） 
（平成 19年 8月 4日受付） 


